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①ケーソンの目地間隔が裏込材の粒径以上の場合

②防砂板の損傷

③防砂シートの損傷

④裏込材の圧密沈下等

１．空洞の発生要因

 コンクリート床板下部に空洞が発生する要因
ケーソン背面に空洞が発生する要因として、一般的には次のものが想定される。



①ケーソンの目地間隔が裏込材の粒径以上の場合

裏込材ケーソン

防砂シート

土砂

基礎砕石

コンクリート床版

上部工 上部工

ケーソン

上部工目地

吸い出し等による
裏込石の流出

海側 陸側

断面の模式図 正面（海側）の模式図

○ケーソンの目地間隔が裏込材の粒径以上の場合
ケーソン背面については裏込材（下部は主に石材、上部は土砂）が施工されている。
ケーソンの目地間隔が裏込材の粒径以上となる場合、海側からの吸出し等により裏込材が流出し、減った

体積分がコンクリート床板下に空洞となる。

粒径の小さい
裏込材の流出

波浪が侵入

１．空洞の発生要因

空洞の発生

吸い出し分
の沈下

※ケーソンの目地間隔が設置後徐々に広がったかは確認できないが、ケーソン自体は設置後は安定している構造物と想定している。
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ケーソン目地間隔



②防砂板の損傷

裏込石ケーソン

防
砂
板

防砂シート

土砂

基礎砕石

コンクリート床版

上部工 上部工

ケーソン

上部工目地

土砂の流出

海側 陸側

正面（海側）の模式図

損傷により
生じた隙間

粒径の小さい
裏込材の流出

土砂の流出

断面の模式図

裏込材の流出

１．空洞の発生要因

空洞の発生

流出分の沈下

○防砂板の損傷
ケーソンの目地間隔が裏込材の粒径以上となる場合であっても、防砂板が機能していれば裏込材（土砂

部）の流出は発生しないが、防砂板が損傷している場合は吸出し等の作用により裏込材が流出し空洞発生の
原因となっている場合がある。
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ケーソン目地間隔



③防砂シートの損傷

裏込石

ケーソン

防
砂
板

防砂シート

土砂

基礎砕石

コンクリート床版

上部工

海側

断面の模式図

土砂の流出

１．空洞の発生要因

空洞の発生

○防砂シートの損傷
ケーソン背面の裏込材については、下部は石材であるが上部については土砂が使用されている。
石材と土砂の間には防砂シートが設置されているが、これが損傷している場合に土砂が裏込石内部へ流出し、
空洞発生の要因となる場合がある。

※現在は防砂シートの状況を確認していないため、他の要因が考えられない場合に確認を行う。

陸側
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④裏込材の圧密沈下等

裏込石ケーソン

防
砂
板

防砂シート

土砂

基礎砕石
コンクリート床版

上部工

海側

断面の模式図

陸側

１．空洞の発生要因

※護岸整備から３０年以上が経過しているため、現在は沈下が収束していると想定している。

経年による
圧密沈下

空洞の発生

○裏込材の圧密沈下等
ケーソン及び背面に施工した裏込材の自重により、圧密沈下を起こす場合がある。
多くは初期沈下により護岸施工時に変状が収束するが、中長期にわたり沈下が続いた場合に、裏込材とコン

クリート床板の間に空洞を発生させる場合がある。
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 （空洞の発生フロー）

②防砂板の損傷

裏込材（土砂、裏込石）の
前面海域への流出

空洞の発生

③防砂シートの損傷 ④裏込材の圧密沈下等

①ケーソンの目地間隔が
裏込材の粒径以上

１．空洞の発生要因

ケーソン背面の境界部分 土砂と裏込石の境界部分

裏込材内部への土砂
の流出

背面の土砂、石材が
全体的に沈下

護岸構造全体

経年変化に起因するもの構造に起因するもの

空洞が発生
しやすい位置
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２．対策工法（案）

①直接埋戻（開削＋埋戻＋コンクリート床版復旧）

裏込石

土砂

ケーソン

防
砂
板

空洞化した箇所のコンクリート床版を取り壊し、土砂で埋戻した後、コンクリート床版を復旧する。

防砂シート

基礎砕石

• コンクリート床版が厚く、開削の手間
が大きい

• 開削を伴わない充填材を用いる方法
もある。

• 開削することで、空洞の状況を確認す
ることが可能

• 復旧時に観測孔を設置し、定期点検
することも可能。

• アジュール舞子で見つかった空洞の
横断方向の大きさが3.5mであったた
め、法線直角方向の開削幅を最大４
mと想定。（基本的には空洞サイズに
応じた開削）

上部工

コンクリート床版

開削・復旧

埋戻
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２．対策工法（案）

①直接埋戻（開削＋埋戻＋コンクリート床版復旧） イメージ

開削 裏込石 裏込均し 防砂シート

土砂投入 基礎砕石 コンクリート床版
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２．対策工法（案）

②防砂板の補修

裏込石

土砂

上部工

ケーソン
防
砂
板

空洞確認箇所において、防砂板が損傷している場合に再設置する。

防砂シート

防砂板の再設置

• 防砂板が流出を防ぐものは主に土砂で
ある。

• 土砂と裏込石の境界部分を中心に、潮
位の影響から吸出しが起きやすい干満
帯の高さまでを防砂板で保護する。

• 再設置高さまで掘削が必要なため、背
後の状況に留意が必要。

掘
削

防砂板の設置

基礎砕石

コンクリート床版

裏込石内部にも設置する

開削・復旧

埋戻
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２．対策工法（案）

③波圧低減対策

裏込石

土砂

ケーソン

防
砂
板

基礎砕石

目地幅が大きく、浸入する波浪によって防砂板が損傷したと考えられる空洞発生箇所については、
波圧低減対策（ネットバッファ工法等）を合わせて行う。

防砂シート

波圧低減対策

削孔

上部工

コンクリート床版

防砂板補修

開削・復旧
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２．対策工法（案）

【参考】波圧低減対策例（ネットバッファ工法）

• ケーソン目地部分に繊維製ネット材を挿入し、波浪の侵入を80％程度抑制する。
• 完全に目地の隙間をふさぐわけではないが、石材の流出を抑制することが可能である。
• 防砂板を保護する機能があり、防砂板を健全に保つことが可能である。

出展：前田工繊(株) 海洋資材総合カタログP.7,8より
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２．対策工法（案）

④防砂シート補修（追加調査の結果をもって採用を検討）

裏込石

土砂

コンクリート床版

上部工

ケーソン

防
砂
板

既存の防砂シートに
重ねて施工する

基礎砕石

開削＋埋戻＋コンクリート床版

土砂の流出の原因が防砂シートの損傷と確認された場合に、防砂シートを再設置する。
開削しなければ判明しない損傷のため、追加調査による確認後、実施する。

防砂シート
防砂シートの補修

防砂シート
開削・復旧
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２．対策工法（案）

⑤裏込材の置換え工法

コンクリート床版を開削し空洞を埋め戻す際に、ケーソン側を中心に土砂を雑割石等に置き換える。

• 空洞を埋め戻す際に、土砂部
についても既設裏込材と同等
の規格の石材に置き換える。

• 目地部の隙間よりも大きい粒
径であるため、防砂板の有無
にかかわらず裏込材の流出を
防止可能。

• 土砂部との境界には防砂シー
トを規格アップして設置

• 裏込石と同じ規格のため、既
存の材料との境界に防砂シー
トが不要。

裏込石

ケーソン

防
砂
板

防砂シート

土砂

基礎砕石

コンクリート床版

上部工

海側

断面の模式図

石材（10～200kg）に置き換え

陸側

防砂シート
石材に置換え

開削・復旧
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２．対策工法（案）

対策工法の選定方針及び留意事項

○ 対策工を行う箇所は、以下を踏まえた検討とする

・空洞の規模（個々の深さや広がり、連続性、分布状況など）

・追加開削調査の結果

・ケーソン目地間隔
※規模の小さな空洞については対策工を実施せず、経過観察のみを行うことも含め検討を行う

○ 対策工法は、空洞の規模や推定される原因を踏まえ、必要であれば複数の対
策工法の組み合わせを検討する

○ 対策工を検討する際には、以下に留意する

・使用する材料（防砂板や防砂シートなど）の仕様（強度や耐久性など）

・裏込材の粒径（土砂から石材への置き換えを含む）

・対策工実施後のモニタリングや維持管理、修繕・更新

・過去に大蔵海岸で発生した陥没や空洞に対する知見
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• ケーソンの目地間隔が裏込石の最小粒
径以上の空洞発生箇所

• 防砂板が損傷している空洞発生箇所

• 対策時に再設置する裏込材の粒径より
大きい（深い）空洞発生個所

３．対策実施条件（閾値）

現状を踏まえた要対策とする空洞（案）

基礎マウンド（捨石）

裏込石

断面の模式図

ケーソン

防
砂
板

・空洞深さが小さいもの（100mm未満）で、目地
幅が150mm～200mm以下の場合は裏込材が流
出する可能性が低いため、経過観察措置とする。
（年１～２回程度のモニタリング）

・空洞が確認されていない箇所については、日常
点検による表面変状の確認とする。

【参考】裏込材の最小粒径は200mm程度と想定

防砂シート

土砂

基礎砕石
上部工

海側 陸側コンクリート床版

現状を踏まえ、モニタリング等の対象とする空洞（案）



３．対策実施条件（閾値）

18

【参考】対策を行う箇所の目地間隔閾値を200ｍｍ以上とする根拠
• 目地間隔の健全性を判断する要素は、裏込石が流出しないかどうかであると想定。

• （「目地間隔＜裏込石の最小粒径」であれば裏込石は流出しない。）

• 裏込材（石材）は捨石（10～200kg）であることを確認。

• 詳しい材料が不明なため、設計安全側の考えより単位堆積重量が重い「石材（花崗岩）」を採用。

• 最小の重量10kgの石材の粒径を下記試算より推定。

4/3×π×r3×2.65t/m3＝10kg 【球体の体積×単位堆積重量】

4/3×3.14×（0.09)3×2,650kg/m3＝8.09kg 「直径180mm（半径0.09m）の場合の重量」だと10kgに足りない

4/3×3.14×(0.1m)3×2,650kg/m3＝11.1kg 「直径200mm（半径0.1m）の場合の重量」だと10kg以上になる

• 以上より、対策が必要な目地間隔の閾値を150mm～200mm以上（空洞発生箇所）とする

海岸保全施設の技術上の基準・同解説 H30.8 港湾の施設の技術上の基準・同解説 H30.5
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